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2026 年６月 30 日 
一般社団法人日本ガス協会 

 
日本ガス協会 内田会長 会見発言要旨 

 
本日は、①「アクションプラン 2030」の進捗状況、②天然ガス・

e-メタンに係る動向の 2 点についてご説明する。 
 
１．「アクションプラン 2030」の進捗状況 

日本ガス協会では、昨年 6 月、都市ガス業界が目指す 2050 年の
未来像を示した「ガスビジョン 2050」と、その実現に向けた 2030
年までの具体的な取り組みを示した「アクションプラン 2030」を策
定した。都市ガス業界では、この一年間、「アクションプラン 2030」
の達成に向けて、保安、CO2 排出抑制、都市ガスのカーボンニュー
トラル化等の各種取り組みを進めてきており、全体として着実に進
展しているものと考えている。 

主な取り組みの進捗状況を紹介すると、「LNG 調達先の多様化」
については、足元では中東情勢の不透明感が続いているが、調達ポ
ートフォリオの分散化や新たな調達先の確保等によりエネルギーの
安定供給の確保に努めている。 

CO2 累積排出量の抑制に足元から貢献できる「天然ガスへの燃料
転換」については、その促進に向け、昨年、初めて潜在需要量の調
査を行い、全国で 32 億 m3 の潜在需要があり、そのうち７割が地方
エリアに存在することが明らかになり、各地で具体的な転換事例も
着実に出てきている。 

また、「e-メタン製造のための革新的メタネーション技術の開発」
については、東京ガス、大阪ガスが取り組んでいる GI 基金事業が第
二段階に進み、スケールアップ等に向けた開発が進められている。
今後も、全国の事業者が志を一つにしてこれら取り組みを加速して
いく。 
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２．天然ガス・e-メタンに係る動向 

一点目として、5 月に行われた⾃⺠党の「GX における天然ガスの
高度利用と e-メタン促進に関する議員連盟」（e-メタン議連）の会合
で、地政学的リスクが相対的に低く、現実的な GX の手段の一つで
ある天然ガスの高度利用の推進や将来的な e-メタンの実装に向けた
環境整備の重要性に関する提言書が取りまとめられ、その後、e-メ
タン議連から政府への提言が行われた。 

提言書には、「天然ガスへの燃料転換が GX に資する取り組みであ
ること」や「急増するデータセンター需要に対して、電力系統増強
と比べてリードタイムを短縮して設置・稼働が可能なコージェネレ
ーションを推進すること」等がしっかりと明記され、非常に意義深
いことであると受け止めている。 

二点目として、現在、資源エネルギー庁のガス事業環境整備ワー
キンググループにおいて、ガスシステム改革検証の議論が進められ
ている。5 月 11 日の第 9 回会合、6 月 8 日の第 10 回会合では、「我
が国の GX へのガス事業の貢献」をテーマに、その手段として、①
燃料転換による低炭素化、②環境価値を用いた脱炭素化、③合成メ
タン・バイオガスへの燃料代替、④GX 実現に向けた中⻑期の政策検
討の 4 つの方向性が示された。 

一点目の e-メタン議連の提言書と同様に、天然ガスへの燃料転換
やその高度利用が、産業・経済の発展と成⻑を含む我が国の GX に
資する重要な柱であることが国の審議会資料においても明確に位置
づけられた。今後、8 月頃までに予定されている取りまとめに向け
て、ガス事業の持続的な発展のための各種課題への対応策が議論さ
れていくことを期待する。 

以上 


